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１. はじめに

ビューレーはその著書（2007）において，有限次元財空間経済モデルにおける厚生経済学の基本
定理，競争均衡の存在，不確実性下の競争均衡，更には，離散無限期間経済モデルにおけるサムエ
ルソン型 OLG モデル，ダイヤモンド型 OLG モデル，そしてラムゼー型最適成長モデルを，一般
均衡論の視点から体系的に解説している1）。本稿では，その中から l次元ユークリッド空間における
凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー定理に基づいて厚生経済学の基本定理を議論した部分
を取り上げて，解説する2）。消費者の選好が効用関数で表現されていると，競争均衡では消費者によ
る予算制約下の効用最大化や企業による利潤最大化といった制約条件付最適問題が，また，厚生経
済学の基本定理ではパレート最適性という資源制約の下での社会厚生関数の最大化という制約条件
付最適問題が，それぞれ存在している。どちらの問題も，凹計画法の基本定理であるクーン・タッ
カー定理から，統一的に議論する事が出来る。最大値関数の劣微分の性質より，それぞれの問題に
おけるラグランジュ乗数と呼ばれる変数に対して，その経済学的な解釈が得られる。所得移転を伴っ
た競争均衡がパレート最適な配分になるという厚生経済学の第一基本定理やパレート最適な配分が
所得移転を伴った競争均衡になるという厚生経済学の第二基本定理のどちらにおいても，財の市場
価格がその財の限界社会厚生になっていて，更に，パレート最適な配分において線形の社会厚生関数
が最大化されて，その係数がこの均衡における各消費者の所得/貨幣の限界効用の逆数になっている3）。
さて，本稿の構成は以下の通りである。まず次節では制約条件付最大化問題における凹計画法の
基本定理であるクーン・タッカー定理を確立し，そこで得られるラグランジュ乗数が制約条件付最
大化問題の最大値関数の劣微分である事を示す。第３節では，第２節で得られたクーン・タッカー
定理を用いて，厚生経済学の基本定理を再定式化する。最大化された線形の社会厚生関数の係数が
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1）ビューレー（2007）では，厚生経済学の基本定理は第２，３，５，６章，競争均衡の存在は第４，５章，不
確実性下の競争均衡は第７，８章，サムエルソン型 OLGモデルは第９章，ダイヤモンド型 OLGモデルやラ
ムゼー型最適成長モデルは第 10章で，それぞれ分析されている。

2）ビューレー（2007 ，第６章）参照。
3）これらの付加的な情報は，ドブリュー（1959 ，第６章）や福岡（1979 ，第８章）等で示されている通常の
厚生経済学の基本定理では，与えられていない。なお，ビューレー（2007，第８，９章）では，サムエルソ
ン型 OLG モデル，ダイヤモンド型 OLG モデル，そして，ラムゼー型最適成長モデルといった無限期間経
済モデルにおける厚生経済学の基本定理を，l次元ユークリッド空間のクーン・タッカー定理を通時的に繰り
返し用いて確立していて，無限期間の最適問題におけるクーン・タッカー定理に対応する結果を確立してそ
れを適用する，という方向では行っていない。



消費者の所得/貨幣の限界効用の逆数である事や市場価格がその財の限界社会厚生である事を示す。
最後に第４節において，今後の課題について述べる。

２. 凹計画法のクーン・タッカー定理： l次元ユークリッド空間のケース

本節では，l次元ユークリッド空間における凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー定理を示
し，その問題におけるラグランジュ乗数と呼ばれる変数に対して経済学的な解釈を与える。そして，
消費者の選好関係を効用関数で表現できるとして，消費者による予算制約下の効用最大化や企業に
よる利潤最大化といった形で定式化される制約条件付最適問題，更には，パレート最適性という資
源制約の下での社会厚生関数の最大化という形で定式化される制約条件付最適問題にこの結果を適
用して，それぞれの問題におけるラグランジュ乗数に対して経済学的な解釈を与える。
l次元ユークリッド空間における一般的な制約条件付最適化（最大化）問題では，X Rl を変
数 xが属する集合として，K個の制約条件式 gk x ak 0 の下で目的関数 f x を最大化する
事が想定されていて，以下のように定式化される：

max
x X

f x s.t. gk x ak , k 1, , K CMP

もちろん，g x や a 0 を gk x や akを成分とする K次元ベクトルとすれば，K個の制約条件
式 gk x akは g x a という１つの表現式となる。この時の解を x a とすれば，言うまで
もなく x a は Xの部分集合である。
今，A RK a RK : x X, g x a とする。不等号の性質より，Aは上方包含的
a A, a a a A である。ここでは x a ¿ a Aとして，最大値関数 V : A R

を V a max f x : g x a として定義する4）。この時，fが凹関数で gkが凸関数であれば
V も凹関数となる5）。まず A が凸となる事を示す。a, a A, á 0, 1 に対して g x a,

g x a x, x Xとなっているが，Xの凸性より áx 1 á x Xであり，gの凸性より
g áx 1 á x ág x 1 á g x áa 1 á a となるので，áa 1 á a Aと
なる。a, a A, á 0, 1 として g xa a, g xa a に対して V a f xa , V a f

xa とすると， g の凸性と A の凸性より， g áxa 1 á xa ág xa 1 á g xa

áa 1 á a となるので，V の定義と f の凹性より，V áa 1 á a f áxa 1 á xa

áf xa 1 á f xa áV xa 1 á V xa となって Vも凹関数となる。したがって，
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4）より一般的には，最大値関数 V : A R を V a sup f x : g x a として定義する。ここでは
x a ¿としているので，supはmaxに置き換えられている。

5）X を凸集合として，x, x X, á 0, 1 áx 1 á x X となる時に， f : X R が凹関数とは，
f áx 1 á x áf x 1 á f x となる事である。f : X Rが凸関数とは f : X Rが凹関数
となる事である。そして，f : X Rが凹関数 Sub f x, â X R : â f x が凸集合となる。
実際，f : X Rが凹とすると， x, â , x , â Snb f , á 0, 1 に対して á x, â 1 á x , â
áx 1 á x , áâ 1 á â となるので， f の凹性から f áx 1 á x áf x 1 á f x
áâ 1 á â となって， áx 1 á x , áâ 1 á â Sub f となる。一方， x, f x , x , f x
Sub f とすると Sub f が凸集合であれば， á 0, 1 に対して á x, f x 1 á x , f x
áx 1 á x , áf x 1 á f x Sub f となるので， Sub f の定義より f áx 1 á x
áf x 1 á f x となって fは凹関数である。



W Sub V a,v A R : v V a は凸集合になる6）。
V : A Rとする時に，ë ë1, , ëK RKが aにおける Vの劣微分である事を，V a
V a ë a a a Aとなる事として定義する。この時，V a ë a V a ë a a

Aまたは 1, ë V a , a 1, ë V a , a a Aと表す事も出来る。ëは aを V
の単位で評価できるように変換する作用を持つ。したがって，a を投入費用とみなすと V a
ë a はその費用も含めた純利得を表す事になり，a aにおいてこの純利得が最大になる。このよ
うな条件を満たす ëは，aにおいて一意的に定まる必要はない。Vの aにおける劣微分の集合を
V a と記す。凹関数 Vが A上で有限値を取れば，各 a int A における Vの劣微分が存在し
て， V a ¿となる事が知られている7）。a a ek, a a ek Aとすると，aにおける V
の劣微分 ë ë1, , ëK の定義より V a V a ëk ,V a V a ëk となって V
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6）前脚注参照。
7）Rockafellar（1970, 定理 23.4，p.217）参照。ここでは x a ¿ a Aとしているので，Vは A上で有
限値である。

8）もちろん，ek 0, , 0, 1, 0, , で k 成分が１でそれ以外が０のベクトルである。

第２－１図： Vの劣微分－微分可能な Vのケース 第２－２図： Vの劣微分－微分不可能な Vのケース

第１－１図：Wと Vの関係 第１－２図：Wと Vの関係



a V a ëk V a V a となる8）。これより，Vの劣微分 ë の第 k 成分 ëkは第 k
制約条件の外生変数 akが１単位増減した時の目的関数の値の変化を表す事になる。
凹関数 V が a int A において偏微分可能として，± 0 に対して a a ±ek a1 , a2 ,

, ak ± , , aK , a a ±ek a1 , a2 , , ak ± , , aK ,とすると，aにおける Vの劣微分
ë ë1 , , ëK の定義より V a V a ëk±, V a V a ëk± となって V a

V a ± ëk V a V a ± となるが，Vの aにおける偏微分可能性から ± 0とす
ると V a V a ± DkV a , V a V a ± DkV a となって ëk DkV a

となる。これより ë DV a となり，Vが aで偏微分可能ならば aにおける Vの劣微分はその
偏微分係数になる。aにおける Vの劣微分は，Vが aで偏微分可能でない時にその偏微分係数の代
わりの役割を果たす。
ここで次の制約条件無最適化（最大化）問題を考える：

max
x X

f x
K

k 1

ëkgk x ë ë1 , , ëK 0 LMP

この時，f x ë g x f x K
k 1 ëkgk x をラグランジュ関数と呼び，係数 ëkをラグラン

ジュ乗数またはクーン・タッカー係数と呼ぶ9）。 CMP と LMP との関係に関する最初の結果は
次である。

命題１ g x a を満たす x X が LMP の解で，ある ë 0 に対するラグランジュ関数
f x ë g x を X 上で最大化していて，更に gk x ak ëk 0 となっていれば，x は
CMP の解である。

証明． g x a を満たす x X は ë 0 より ë g x ë a であるが， x に対しては
gk x ak ëk 0より ë g x ë aとなる。仮定より xが X上で f x ë g x を最大にし
ている事を考慮すると，f x ë a f x ë g x f x ë g x f x ë aとなって，
g x aを満たす x X に対して f x f x となり，xは CMP の解である。□

ここでは，Xの凸性や fや gkの凹性は何ら利用していない事に注意する。また，gk x ak
ëk 0という部分は相補条件と呼ばれていて，制約条件が拘束的でなければ対応するラグランジュ

乗数（クーン・タッカー係数）がゼロになる事を述べている。
命題１は LMP CMP という方向に関する結果であるが，次に逆方向の CMP

LMP という結果を導出する。まず，xが aに対応する CMP の解の時に，xが相補条件の成
り立つようなある ë 0に対して LMP の解となる事を，ëが aにおける Vの劣微分となる事に
よって特徴付ける。
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9）通常はラグランジュ関数を f x ë g x a f x K
k 1 ëk gk x ak として制約条件内のパラメー

ター akも同時に含めるが，ビューレー（2007）では含めていない。本稿ではビューレー（2007）の定式化に
従ったが，以下の定理１の系でパラメーター aも含めた形での定式化も述べておいた。ビューレー（2007）
ではこの ëkをクーン・タッカー係数と呼んでいる。



命題２ xが CMP の解とする。この時，x Xが LMP の解で，ある ë 0によって与
えられるラグランジュ関数 f x ë g x を X上で最大化して gk x ak ëk 0となる事
と，ëが aにおける Vの劣微分となる事とは，同値である。

証明． xが CMP の解なので V a f x である。g x aを満たす x Xは ë 0

より ë g x ë a であり， x に対しては gk x ak ëk 0 より ë g x ë a なので，
ë g x ë a ë g x となる。また，同様に，g x a を満たす x Xに対しても ë 0

より ë g x ë a である。仮定より xが X上で f x ë g x を最大にしていて，a Aな
らば g x a となる x X が存在して， V a ë a f x ë a f x ë g x

f x ë g x f x ë a となるが，これが g x a となる任意の x Xに対して成立
する。そして，g x a となる x X に関する右辺の最大値が V a ë a なので，結局
V a ë a V a ë a , a Aとなって ë 0が Vの aにおける劣微分となる。

最初に ë 0を示す。V a f x として a a とすると g x a a より V a
f x V a となるので Vは単調非減少的である。すると，V a ë a V a ë a におい
て a a eiとすれば，Vの単調増加性より 0 V a ei V a V a V a ë a

a ë ei ëiが各 iについて成り立つので ë 0となる。xが CMP の解なので g x a を
満たすが，更に，gk x ak ëk 0が成立する。実際，十分に小さい ± 0に対して gk x
ak ±となるが，gj x aj j kとなるので，a a ±ejとすれば gk x ak k 1, , K

となって g x a となり，a Aである。すると V a f x V a となるが，Vの単調
性から V a V a なので V a V a となり，ë 0 が aにおける Vの劣微分である事
から 0 V a V a ë a a ë ±ek ±ëk 0 となって ëk 0 となる。これより
相補条件が成立する。任意の x X に対して a g x とすれば a A となって f x
V a となる。相補条件より ë a ë g x なので，ë 0 が aにおける Vの劣微分である事，
V a f x , そして a g x より，f x ë g x V a ë a V a ë a f x

ë g x となって，xは X上で f x ë g x を最大化して LMP の解である。□
命題２より命題１の逆方向である， CMP の解 xが LMP の解となる事を示すためには，x
が aの時の CMP の解である時に aにおける Vの（非負の）劣微分が存在する事を示せばよい。た
だし，命題２では Xの凸性や fや gkの凹性を全く前提にしなかったが，Vの劣微分の存在を確
立するためには，Xの凸性や fや gkの凹性が必要となる。これは凸集合の分離定理を適用するか
らである。更に，この定理を適用して求めている帰結を得るためには，追加的な条件であるスレー
ター条件が必要である。Xの凸性，fや gkの凹性，更にはスレーター条件を前提として，Vの劣
微分が存在する事を示す。

命題３ Xを凸集合，fと gkを凹関数とする。xが a aの時の CMP の解として，更に，あ
る x Xに対して g x aとする（スレーター条件）。すると，ある ë 0 が存在して ë
が aにおける Vの劣微分となる。

証明．まず，fと gkが凹関数なので V : A Rも凹関数になり，W Sub V a, v

A R : v V a が凸集合になる事に注意する。もちろん， a, V a WよりW ¿である。
B b, t A R : b a, t V a とすると gkの凸性に基づく Aの凸性から Bも凸集合で，
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更に，b g x a, t V a とすれば b , t Bとなって B ¿である。
また， a , v Bとすると a a, v V a となるが，Vの単調性から V a V a v

となるので a , v Wとなり，W B ¿となる。そこで凸集合の分離定理をWと Bに適用す
れば，ある p, s RK R 0 が存在して p, s b, t p, s a, v b, t B, a, v

Wとなる。ここで p RK, s Rである。

まず， p 0 を示す。 a a ei とすると V の単調性から V a V a となるので
a ei, V a Wとなる。また，e 1, , 1 として b a ±e a, t V a ± ± 0，
十分に小さい，とすると b, t Bである。すると， a ei, V a Wと分離の条件より p,

s a ±e, V a ± p, s a ei, V a となるので，ここで ± 0 とすれば p, s a,

V a p, s a ei, V a p, s a, V a p ei p, s a, V a pi となって pi
0となるが，この iは１から Kまでのどれでもいいので結局 p 0である。
次に，s 0を示す。まず，s 0を示す。 a ±e , V a 1 B ± 0，十分に小さい，なの
で， a, V a Wと分離の条件より p, s a ±e , V a 1 p, s a ±e , V a s
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第３－１図：スレーター条件の成立と B ¿ 第３－２図：スレーター条件の不成立と B ¿

第４－１図： BとWの分離－微分可能な Vのケース 第４－２図： BとWの分離－微分不可能な Vのケース



p, s a, V a となり， ± 0 とすれば p, s a, V a s p, s a, V a となって
s 0 となる。そこで今 s 0 とする。 p, s 0 より p 0 なので p 0 である。b g x

aとすると b Aであり，a b 0である。Wの定義より b , V b Wであり，また，
a ±e, V a 1 B ± 0，十分に小さい，なので，分離の条件より p, s a ±e, V a

1 p, s b , V b であるが， s 0 なので p a ±e p b となり， ± 0 とすれば
p a p b となって，p a b 0となる。しかし，a b 0, p 0なので p a b 0

とならなくてはならず，矛盾が起きる。故に，s 0で s 0となる。
そこで，分離の条件式の両辺を s 0 で割り， p, s s ë, 1 とすれば， ë 0 で
ë, 1 b, t ë, 1 a, v b, t B, a, v W となる。すると， a ±e, V a ±

B, a, V a W ± 0, 十分に小さい， a A なので， ë, 1 a ±e, V a ±

ë, 1 a, V a ± 0, a A となり， ± 0 とすれば ë, 1 a, V a ë, 1 a,

V a a Aとなって， V a ë a V a ë a a Aとなり，ëは Vの aにおける劣
微分である。□
命題３の証明においては，B ¿と s 0の二つを保証するためにスレーター条件が用いられて
いる事に注意する。
以上で得られたこれらの三つの命題を一つにまとめると，求めていた凹計画法の基本定理である
以下のクーン・タッカー・宇沢の同値定理が得られる10）。

定理１（クーン・タッカー・宇沢の同値定理）g x aを満たす x Xが LMP の解で，ある
ë 0によって与えられるラグランジュ関数 f x ë g x を X上で最大化していて，しかも
gk x ak ëk 0となっていれば，xは CMP の解で，xは g x aの下で f x を最
大化する。一方，Xを凸集合，fと gkを凹関数として，ある x Xに対して g x aと
なる時に，xが CMP の解で，xは g x aの下で f x を最大化すれば，ある ë 0が存
在して x X が LMP の解で， x は X 上で ë によって与えられるラグランジュ関数
f x ë g x を最大化し，しかも gk x ak ëk 0となる。この時，どちらのケースで
も ëは aにおける最大値関数 Vの劣微分となる。

本稿が依拠しているビューレー（2007，第６章）の凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー
定理では，ラグランジュ関数に付随するラグランジュ乗数 ëを最大値関数 Vの劣微分として特徴付
けている。通常の議論では，fや gkに微分可能性を仮定して，包絡線定理としてラグランジュ乗数
ëを最大値関数 Vの偏微分係数として特徴付けるのであるが，ここでは fや gkに微分可能性を仮定
していないので最大値関数 Vが微分可能とは限らず，ラグランジュ乗数 ëを最大値関数 Vの偏微
分として特徴付ける事は出来ないが，その代わりにラグランジュ乗数 ëを最大値関数 Vの劣微分と
して特徴付けている11）。
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10）クーン・タッカー（1950）は fや gkが微分可能な凹関数という条件の下で，微分可能な凹関数の性質に基
づいて， CMP の解 x である事とある ë 0に対して x, ë が f x ë g x a の鞍点である事が，
同値である事を示した（p.487，定理３）。宇沢（1958）は，微分可能性の代わりにスレーター条件を仮定し
て凸集合の分離定理を適用し，この同値関係を示した。

11）fや gkに微分可能性を仮定して，包絡線定理としてラグランジュ乗数 ëを最大値関数 Vの偏微分として特徴
付ける議論については，例えば，小山（1995，第７章）や神谷・浦井（1996，第７章）等を参照。



なお，ë aは一定数なので，x Xが X上で f x ë g x を最大化している事と X上で f x
ë g x a を最大化している事は同値である。したがって，定理１において x Xが X上で

f x ë g x を最大化しているという部分は，x Xが X上で f x ë g x a を最大化し
ていると変更できる。それに応じて，gk x ak ëk 0となる部分も gk x ak 0 ëk 0

と表現し直せば，通常の次のような形になる12）。

系 g x a 0を満たす x Xが，ある ë 0に対するラグランジュ関数 f x ë g x a

を X上で最大化していて，しかも gk x ak 0 ëk 0となっていれば，xは g x a 0

の下で f x を最大化する。一方，X を凸集合， f と gk を凹関数として，ある x X が
g x a 0を満たす時に，xが g x a 0の下で f x を最大化すれば，ある ë 0が存
在して，xは X上で ëに対応するラグランジュ関数 f x ë g x a を最大化し，しかも
gk x ak 0 ëk 0となる。この時，どちらのケースでも ëは最大値関数 Vの aにおけ
る劣微分となる。

３ クーン・タッカー定理による厚生経済学の基本定理の再定式化

本節では，前節で示した凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー定理（定理１）を厚生経済
学の基本定理に適用して，その再解釈を行う。そのために，l個の財・サービスが存在する経済を考
えて，まず最初に，これらの財・サービスを消費する消費者の予算制約下の効用最大化問題を考え
る。この消費者の消費集合を Rlの非負象限 Rl として，その上で定義された効用関数 u : Rl R

は凹，強単調的 x x u x u x とする13）。また，価格ベクトル p 0，所得 I 0と
する14）。この時の消費者の予算制約下の効用最大化問題は max.x Rl u x s.t. p x Iであり，定
理１の CMP に対応する。また，対応する LMP は，ある ë 0に対してmax.x Rl u x

ëp x という最大化問題である。そこで定理１を適用すると，x に対して u x ëp x

max.x Rl u x ëp x となっていれば u x max.x Rl u x : p x I となる。この時，
ë 0 とすると max.x Rl u x ëp x max.x Rl u x となるが，u の強単調性から u x
には解が存在しないので xが解である事に矛盾し，故に，ë 0である。また，p 0 0 Iより
スレーター条件が成立するので，xに対して u x max.x Rl u x s. t. p x Iとなっていれば，
ある ë 0に対して u x ëp x max.x Rl u x ëp x となる。この時も，ë 0とすると
max.x Rl u x ëp x max.x Rl u x となって，uの強単調性より u x に解が存在しない
ので，xが解である事に矛盾し，故に，ë 0である。故に，以下の結果が得られる。
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12）ただし，次節の厚生経済学の基本定理への適用で利用するクーン・タッカー定理は，ラグランジュ関数にパ
ラメーター akを含まない定理１のクーン・タッカー定理である。

13）ここでは u : Rl R として， 通常用いられる準凹性 u : Rl R u áx 1 á x min u x ,
u x á 0, 1 , x, x X よりも強い条件である凹性を利用している。もちろん，凹ならば準凹である。

14）効用関数 u : Rl Rの連続性の下では，所得 I 0，そして価格ベクトル p 0より，予算制約下の効用最
大化問題には必ず解が存在して需要点が存在する。もちろん，効用関数 u : Rl Rの凹性より選好の弱凸性
が成立するので，需要点集合は凸である。更に，効用関数 u : Rl Rの強単調性より必ず需要点では予算制
約式が等号で成立する。



命題４ 非負象限 Rl を消費集合としてその上で定義された効用関数 u : Rl Rが凹，強単調的と
する。価格ベクトル p 0，所得 I 0とする。この時，ある ë 0が存在して x 0に対し
て u x ëp x max.x Rl u x ëp x となっていれば u x max.x Rl u x :

p x I となる。また，xに対して u x max.x Rl u x : p x I となっていれば，
ある ë 0に対して u x ëp x max.x Rl u x ëp x となる。

今 V I max u x : p x I, x 0 を間接効用関数とすると，ëは Vの Iに関する劣微分
で ë V I である。一般に最大値関数 Vの劣微分の第 k成分 ëkは第 k制約条件の外生変数 ak
が１単位増減した時の目的関数の値の変化を表すので，ここでの劣微分 ëは所得 Iが１単位増減し
た時の効用の変化分である所得/貨幣の限界効用を表わす。すると，u x ëp xは支出費用を考慮
した純効用を表す。一方，ë. 1は効用１単位の所得/貨幣相当分を表すので，ë. 1 u x p xは支
出費用を考慮した貨幣/所得表示の純効用となる。この時，uの強単調性から ë 0なので，u x
ëp x max.x Rl u x ëp x ë. 1u x p x max.x Rl ë.

1 u x p x となる。
すると，所得/貨幣表示の支出費用を考慮した純効用を利用すれば，共通の所得/貨幣表示単位で消費
者の純効用が表されるので，後に見るように，異なる消費者の間での総和が可能となる。
次に，経済全体を考えて，H人の消費者と F個の企業が存在する経済を考える。第 h消費者は効
用関数 uh : Rl Rと初期保有点 ùh Rl を持ち，第 f企業の生産集合を Yfとする。第 h消費者
による第 f企業の株式保有比率を èhf 0 , H

h 1 èhf 1として，第 f企業の利潤は èhfの大きさ
に従って全て消費者へ配分されるとする。したがって，p 0 を価格ベクトル，ðf p を第 f企業
の最大利潤 max p y : y Yf , I

h p を第 h消費者の可処分所得とすると，I h p p ùh
F
f 1 èhf ðf p となる。経済を E uh , ùh

H
h 1 , Yf

F
f 1 , èhf

H, F
h 1,f 1 として定義する。この

経済における所得移転を伴った競争均衡 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 , ôh

H
h 1, p p 0 を次のように定義

する。

a p xh I h p ôh , p xh I h p ôh uh xh uh xh h 1, , H.

b yf Yf , yf Yf ðf p p yf p yf f 1, , F.

c H
h 1 xh

H
h 1 ùh

F
f 1 yf ,

H
h 1 xhi

H
h 1 ùhi

F
f 1 yfi pi 0.

ここで ôhが第 h消費者の一括所得移転額を表していて，条件 a は一括所得移転額後の可処分
所得の下で，xhが効用最大化を実現している事を述べている。もちろん，各 h 1, , Hに対し
て ôh 0となっているのが通常の競争均衡である。条件 b は yfが第 f企業の利潤最大を実現し
ている事を述べている。条件 c の最初の部分は，配分 xh

H
h 1 , yh

F
f 1 が資源の制約を満たし

て実現可能な事を述べている。今 F を実現可能な配分の集合として，F xh
H
h 1 , yf

F
f 1

RHl F
f 1Yf :

H
h 1 xh

H
h 1 ùh

F
f 1 yf と定義すると，条件 c の最初の部分は

xh
H
h 1 , yf

F
f 1 Fという事である。条件 c の二番目の部分は，均衡において超過供給にあ

る財の価格はゼロという，自由財の条件である。これより， H
h 1 p xh p H

h 1 xh p H
h 1

ùh p F
f 1 yf

H
h 1 p ùh

F
f 1 p yf となるが， H

h 1 èhf 1 より H
h 1 I

h p H
h 1 p
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ùh
F
f 1 p yf

H
h 1 p xhとなるので H

h 1 ôh 0となる15）。
凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー定理（定理１）に基づいて，この経済における所得
移転を伴った競争均衡と線形の社会厚生関数の最大化問題の関係を考える。最初に，所得移転を伴っ
た競争均衡が線形の社会厚生関数を最大化する事を示す。その目的のために以下の仮定をおく。

仮定１．各 h 1 , , Hに対して，uh : Rl Rは凹かつ強単調的である16）。

これらの条件の下では以下の厚生経済学の第一基本定理が成立して，所得移転を伴った競争均衡
は線形の社会厚生関数を最大化する。

命題５ 仮定１. の下で， xh
H
h 1 , yf

F
f 1 , ôh

H
h 1, p を所得移転を伴った競争均衡として，各

h 1 , , Hに対して p xh 0となっているとする。すると，配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 に対

しては，

H

h 1

ahuh xh max
xh

H
h 1 , yf

F
f 1 F

H

h 1

ahuh xh

H

h 1

ahuh xh max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh CMP

が成立する。ここで，各 h 1 , , Hに対して a 1
h 0 はこの競争均衡における第 h消費者

の所得/貨幣の限界効用である。

証明．まず，仮定１. の効用関数の強単調性から p 0となる事に注意する。所得移転を伴った
競争均衡の定義の a より p xh I h p ôh , p zh I h p ôh uh xh uh zh であるが，
仮定から p 0 0 p xh I h p ôhとなって予算制約下の効用最大化問題においてスレーター
条件が成立する。すると，命題４で示したように，仮定１. の下では，正の所得がある時の予算制
約下の効用最大化問題は支出費用を考慮した（効用単位表示の）純効用 uh xh ëh p xhの最大化
問題へ変換でき，更に効用関数の強単調性から ëh 0なので，支出費用を考慮した（貨幣/所得表
示の）純効用 ëh

1uh xh p xhの最大化問題へ変換できる。したがって， ëh
1 ahとすれば，

ahuh xh p xh maxxh. Rl ahuh xh p xh が各 h 1 , , Hに対して成立する。また，所
得移転を伴った競争均衡の定義の b より，各 f 1 , , F に対して ðf p p yf p yf yf

Yfより p yf maxyf Yf
p yfとなるが，各 xhや yfは他の xh や yf の選択からは独立なので，

それぞれの最大化された項の総和がそれぞれの項の総和を最大化する事になり，

H

h 1

ahuh xh p
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ahuh xh p xh
F

f 1

p yf
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15）実際には，選好の強単調性より需要点では所得を全て支出して p xh I h p ôhとなるので， H
h 1 ôh 0

である。
16）需要点の存在等で uhの連続性が要請されるが，本稿ではその存在を前提にして議論を進めるので，ここでは
uhの連続性は仮定しない。もちろん，選好関係が効用関数表現される条件として，ドブリューの表現定理よ
り連続性が必要となる。なお，uh : Rl Rを凹関数とすれば，自動的にそれは Rl で連続になる。



max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh p xh
F

f 1

p yf

max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh p
H

h 1

xh
F

f 1

yf LMP

となる。最右辺の最大問題 LMP では，配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 が実現可能で xh

H
h 1 ,

yf
F
f 1 Fであるという条件は課されていない事に注意する。もちろん，所得移転を伴った競争

均衡の定義の c より，配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 が実現可能で相補条件が成立していて，

H
h 1 xh

H
h 1 ùh

F
f 1 yf ,

H
h 1 xhi

H
h 1 ùhi

F
f 1 yfi pi 0 となっている。ここで

命題１を適用すれば， xh
H
h 1 , yf

F
f 1 は CMP の解となり，

H

h 1

ahuh xh max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh

となる。□
ëh

1 ah 0 が第 h消費者の効用１単位の所得/貨幣相当分を表すので，ahuh x は所得/貨
幣表示の第 h消費者の効用となる。すると，この効用は全ての消費者に共通の所得/貨幣表示になっ
ているので，全ての消費者に関して総和が可能となる。ゆえに，異なる消費者の間での総和が可能
となって， H

h 1 ahuh xh を使う事ができる。ただし，ëh，ゆえに，ahは当初の所得移転を伴った
競争均衡 xh

H
h 1 , yf

F
f 1 , ôh

H
h 1, p に依存しているので，対象となる所得移転を伴った競争均

衡が異なれば ëh，ゆえに，ahも変わってくる。したがって，全ての消費者に関して効用を総和する
際に用いるべき ahも，それに応じて変わってくる事に注意が必要である17）。

今 ù H
h 1 ùhとして，

W ù max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh ù

を間接社会厚生関数とすると， xh
H
h 1 , yf

F
f 1 が CMP の解で，また pに対応する相補条件

を満たす LMP の解でもあるので，命題２より pはWの ùにおける劣微分で p W ù であ
る。すると，劣微分の解釈より，第 k財の市場価格 pkは経済全体の第 k財の初期存在量 ùkが１単
位だけ増加（減少）した時の社会厚生の増加（減少）分を表す事になる。したがって，第 k財の市
場価格 pkは第 k財１単位の社会全体における望ましさ，つまり，限界社会厚生を表していると解釈
できる。
ところで， xh

H
h 1 , yf

F
f 1 が CMP の解で，p xh 0より全ての hに対して ah 0となっ

ているので，配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 はパレート最適である。実際，配分 xh

H
h 1 , yf

F
f 1 をパ

レート改善する実現可能な配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 Fが存在したとすると，パレート改善の定
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17）根岸（1960，1965, 第２章）やアロー・ハーン（1971，第４, ５章）では，本稿でも後に用いる効用可能性フ
ロンティアーと線形の社会厚生関数の係数ベクトル aを表す H次元基本単体に同相写像を構成し，更に，ôh
の符号と ahの（相対的な）増加の方向を対応させて新しい aと ôを与える写像を構成し，これらの写像から
生成される合成写像の不動点が ô 0の所得移転のない通常の競争均衡である事を示している。この議論は
ビューレー（2007，第５章）でも行われている。



義から uh xh uh xh h 1, ,H, uh xh uh xh h となるが，ah 0 h 1, ,H

より H
h 1 ahuh xh

H
h 1 ahuh xh となって xh

H
h 1 , yf

F
f 1 が CMP の解である事に矛

盾するからである。ゆえに，以下の厚生経済学の第一基本定理が得られる。

定理２ 仮定１．と仮定２．の下で， xh
H
h 1 , yf

F
f 1 , ôh

H
h 1 , p を所得移転を伴った競争均衡

として，各 h 1, ,H に対して p xh 0 となっているとする。すると，配分 xh
H
h 1 ,

yf
F
f 1 はパレート最適である。

ここでは選好関係として凹で強単調的な効用関数を利用したが，一般的な厚生経済学の第一基本
定理では，選好関係が効用関数で表される必要もなく，また，選好の凸性も必要ない。必要なのは
選好の局所非飽和条件だけで，uhの強単調性の下では自動的に成立している。なお，パレート最適
な配分 xh

H
h 1 , yf

F
f 1 に対して，どのような条件があれば ah 0 h 1, ,Hとなる a

ah
H
h 1が存在して，

H

h 1

ahuh xh W ù

max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh ù

となるかという問題は，後に議論する。
次に，命題５の逆を考える。そのためには，以下の追加的な条件が必要になる。

仮定２．各 f 1 , , Fに対して，Yfは凸で原点 0を含む。

仮定３．ある実現可能な配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 Fが存在して H

h 1 xh 0となる。

最初の条件は定理１を適用するために必要となる。二番目の条件は経済 Eが十分に生産的で，消費
者全体で全ての財を正の大きさで消費できるという仮定である。消費集合が非負象限で生産集合が
原点 0 を含んでいるので， ù H

h 1 ùh 0 であればこの条件は成立する。この条件より
CMP に対してスレーター条件が成立する。

命題６ 仮定 1.，2.，3.の下で，配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 がある a ah

H
h 1 0に対する CM

P の解であれば，ある p 0 と ô ôh
H
h 1が存在して， xh

H
h 1 , yf

F
f 1 , ôh

H
h 1 , p

が所得移転を伴った競争均衡となる。この時，各 h 1, ,Hに対して，a 1
h は所得/貨幣の限

界効用となる。

証明．まず，仮定３. より H
h 1 xh 0なので， H

h 1 xh 2 F
f 1 yf

H
h 1 xh

F
f 1 yf

H
h 1 ùh ù となって CMP に対してスレーター条件が成立する。ゆえに，RHl F

f 1

Yf が凸集合という事を考慮すれば，定理１よりある p 0 が存在して， xh
H
h 1 , yf

F
f 1 に

対して，
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H

h 1

ahuh xh p
H

h 1

xh
F

f 1

yf

max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh p
H

h 1

xh
F

f 1

yf LMP

が成立し，更に相補条件も成立して H
h 1 xhi

F
f 1 yfi

H
h 1 ùhi pi 0となる。この時，右

辺のラグランジュ関数の最大化問題において，xhのみ独立に動かして他の xh や yfをそれぞれ xh
や yfに固定すれば，ahuh xh p xh max .xh Rl ahuh xh p xh が成立する。そして，ah 0

なので uh xh a 1
h p xh max .xh Rl uh xh a 1

h p xh が成立する。今，pを価格ベクトルと
みなして ôh p ùh

F
f 1 èhf p yf p xh とすると，p xh p ùh

F
f 1 èhf p yf ôh と

なって予算制約が成立する。そして，命題４と仮定１．より，第 h消費者の支出費用を考慮した（効
用単位表示の）純効用 uh xh a 1

h p xhの最大化問題の解は予算制約下の効用最大化問題の解であ
るので，xhは予算制約下の効用最大化問題の解で uh xh max .xh Rl uh xh : p xh p ùh
F
f 1 èhf p yf ôh となる。もちろんこの時，Vh I max u xh : p xh I, xh 0 を第 h 消
費者の間接効用関数とすると，a 1

h は Vhの I p ùh
F
f 1 èhf p yf ôhにおける劣微分で a 1

h

Vh p ùh
F
f 1 èhf p yf ôh であり，故に，命題４の議論で示したように，a 1

h は第 h消費者
の所得/貨幣の限界効用である。
次に，上記の LMP の右辺のラグランジュ関数の最大化問題において，yfのみ独立に動かして
他の xhや yf をそれぞれ xhや yf に固定すれば p yf max .yf Yf

, p yfとなるので，yf が Yf上
での利潤最大化を実現している。配分 xh

H
h 1 , yf

F
f 1 はその性質から実現可能で H

h 1 xhi
F
f 1 yfi

H
h 1 ùhi pi 0 という相補条件が自由財の条件となっているので，したがって，

xh
H
h 1 , yf

F
f 1 , ôh

H
h 1 , p は所得移転を伴った競争均衡である。□

LMP の右辺のラグランジュ乗数（クーン・タッカー係数）pを価格ベクトルとみなしている
が，ラグランジュ乗数（クーン・タッカー係数）pは間接社会厚生関数

W ù max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh ù

の ùにおける劣微分で p W ù である。すると，以前と同様に劣微分の解釈から，第 k財の市
場価格 pkは経済全体の第 k財の初期存在量 ùkが１単位増加（減少）した時の社会厚生の増加（減
少）分を表している事になる。したがって，第 k財の市場価格 pkは第 k財１単位の社会全体での望
ましさ，つまり，限界社会厚生を表している。一般的な厚生経済学の第二基本定理はパレート最適
な配分が所得移転を伴った競争均衡となるという事で，そこでは効用関数で表現される必要のない
選好関係を伴った凸な経済環境において，凸集合の分離定理を適用して必要となる価格ベクトルを
探し出している18）。ここでは，見つける必要のある価格ベクトルが LMP の右辺のラグランジュ
乗数（クーン・タッカー係数）pとなっていて，それが間接社会厚生関数の劣微分となる事より，
それが財の限界社会厚生を表している事も示している。この点で，命題６は通常の厚生経済学の第
二基本定理よりも多くの情報を与えている19）。
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18）通常の厚生経済学の第２基本定理については，ドブリュー（1959，第６章）や福岡（1979，第８章）等を参照。
19）もちろん，命題３の証明にあるように，凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー定理でも，凸集合の分離
定理を利用している。



しかし，既に命題５の系である定理２の直前で述べたように，a ah
H
h 1 0 に対して配分

xh
H
h 1 , yf

F
f 1 が CMP の解であればパレート最適であるが，この命題６は全てのパレート

最適な配分を網羅している訳ではなく，ある a ah
H
h 1 0に対して CMP の解となるよう

なパレート最適な配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 に対してだけ，このような特徴付けが可能である。そこ

で以下で，どのような条件の下でパレート最適な配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 がある a ah

H
h 1 0

に対して CMP の解となるかを考える。
まずは，各パレート最適な配分 xh

H
h 1 , yf

F
f 1 がある a ah

H
h 1 0に対して CMP

の解となる事を示す。その目的のために仮定１における uhの強単調性の代わりに uh 0 0とする
次の仮定をおく。

仮定１′．各 h 1, ,Hに対して，uhは凹で uh 0 0である。

するとこの時，次の結果が成立する。

命題７ 仮定１′．と仮定２．の下では，パレート最適な配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 に対してある

a ah
H
h 1 0が存在して，

H

h 1

ahuh xh max
xh

H
h 1 , yf

F
f 1 F

H

h 1

ahuh xh

H

h 1

ahuh xh max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh ù

となる。

証明． まず， 効用可能性集合 U u uh
H
h 1 RHl : 0 uh uh xh , h 1, ,H,

xh
H
h 1 , yf

F
f 1 F と定義する。 xh 0, h 1, ,H, yf 0, f 1, , F とすると，

ùh 0, h 1, ,H より xh
H
h 1 , yf

F
f 1 Fとなり，仮定１′より uh 0 0, h 1, ,

Hなので uh xh
H
h 1 Uとなって，U ¿である。RHlや Y f, f 1, , Fの凸性から Fも凸で

ある。また，uh , h 1, ,Hが凹関数なので Uも凸となる。実際，u uh
H
h 1 , u uh

H
h 1

U, á 0, 1 とすると xh
H
h 1 , yf

F
f 1 , xh

H
h 1 , yf

F
f 1 F, 0 uh uh xh , 0

uh uh xh , h 1, ,Hとなるが，á uh Hh 1 1 á uh
H
h 1 áuh 1 á uh

H
h 1に対し

て uh の凹性から 0 áuh 1 á uh áuh xh 1 á uh xh uh áxh 1 á xh , h 1,

,Hとなり，また，Fの凸性から áxh 1 á xh
H
h 1, áyf 1 á yf

F
f 1 Fとなるので

áuh 1 á uh
H
h 1 U となる。次に Ã v vh

H
h 1 RH : v vh

H
h 1 uh xh

H
h 1

u, i. e., vh uh xh , h 1, ,H と定義すると，Ãは非空で凸である。今，U Ã ¿として
v U Ã とすると， v vh

H
h 1 uh xh

H
h 1 でかつ xh

H
h 1 , yf

F
f 1 F, 0 vh

uh xh , h 1, ,Hとなるので， uh xh
H
h 1 v vh

H
h 1 uh xh

H
h 1となって xh

H
h 1

が xh
H
h 1を強パレート改善する事になるが， xh

H
h 1 , yf

F
f 1 は実現可能なので， xh

H
h 1 ,

yf
F
f 1 のパレート最適性に矛盾する。ゆえに，U Ã ¿となる。
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すると凸集合に関する分離定理より a ah
H
h 1 0 , a v a u v Ã, u U となる。

ここで， v u ei e n Ã, n 1, 2, とすると， u U と分離の条件より a v
a u ei e n a u ai a e n a u, n 1, 2, となって ai a e n 0, n

1, 2, となるが，n とすれば a e n 0となるので ai 0となり，結局 a 0となる。
すると，a 0だったので a 0である。u e n Ã, n 1, 2, なので，分離の条件より任
意の u U に対して a u a e n a u, n 1, 2, となり，そこで n とすれば
a e n 0となる事から a u a u u Uが得られる。すると u uh xh

H
h 1 Uなの

で， H
h 1 ahuh xh a u max .u U a u max .u U

H
h 1 ahuh となるが，U の作り方から

xh
H
h 1 , yf

F
f 1 F uh xh

H
h 1 U なので，結局ある a 0 に対して，

H

h 1
ahuh

xh max . xh Hh 1 , yf
F
f 1 F

H

h 1
ahuh xh max .xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1
ah

uh xh :
H

h 1
xh

F

f 1
yf

H

h 1
ùh ù となる。□
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第５図： Ãと Uの分離

第６図： a 0とならないケース



図６ではパレートフロンティアーが水平になっている線分の右端点はパレート最適であるが，そこ
での分離の結果の係数ベクトルは，a1 0となっているために a 0となってはいても，a 0と
はなっていない。ゆえに，この命題では a 0となる事しか示せず a 0となるとは限らないので，
更に条件を付け加えて，必ず a 0となる事を示す。そのための条件が次である。これは仮定１．
と仮定１′．を１つにまとめたものである。

仮定１′′．各 h 1, ,Hに対して，uhは凹かつ強単調的で uh 0 0である20）。

するとこの時，次の結果が成立する。

命題８ 仮定１′′．と仮定２．の下では，xh 0, h 1, ,Hとなるパレート最適な配分 xh
H
h 1 ,

yf
F
f 1 に対してある a ah

H
h 1 0が存在して，

H

h 1

ahuh xh max
xh

H
h 1 , yf

F
f 1 F

H

h 1

ahuh xh

H

h 1

ahuh xh max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh ù

となる。

証明．命題７より，パレート最適な配分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 に対してある a ah

H
h 1 0が

存在して，

H

h 1

ahuh xh max
xh

H
h 1 , yf

F
f 1 F

H

h 1

ahuh xh

H

h 1

ahuh xh max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh ù

となるので，この a ah
H
h 1 が ah 0, h 1, ,Hとなる事を示せばいい。そこで，ある h に

対して ah 0 とする。xh 0 を考慮して xh 0, xh xh xh H 1 xh, h h とする
と，uhの強単調性より uh xh uh xh , h h となる。この時， H

h 1 xh
H
h 1 xhなので配

分 xh
H
h 1 , yf

F
f 1 は実現可能である。しかし， H

h 1 ahuh xh h h ah uh xh h h ah

uh xh
H
h 1 ahuh xh となるが， xh

H
h 1の性質と xh

H
h 1 , yf

F
f 1 Fから H

h 1 ahuh

xh
H
h 1 ahuh xh なので矛盾が起こる。したがって，ah 0となって a ah

H
h 1 0で

ある。□
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20）すると，xh 0 uh xh 0, uh 0 0である。



仮定１′′より xh 0 uh xh 0となるので，図７のパレートフロンティアーの各座標軸上以外
の点に対して，命題８が成立する事になる。ここで命題６と命題８を結合すれば次の厚生経済学の
第二基本定理が得られる。

定理３ 仮定１′′．，２．，３．の下で，xh 0, h 1, , Hとなるパレート最適な配分 xh
H
h 1 ,

yf
F
f 1 に対して，ある a ah

H
h 1 0が存在して

H

h 1

ahuh xh max
xh

H
h 1 , yf

F
f 1 F

H

h 1

ahuh xh

H

h 1

ahuh xh max
xh RI , h 1, , H, yf Yf , f 1, , F

H

h 1

ahuh xh :
H

h 1

xh
F

f 1

yf
H

h 1

ùh ù

となる。更に，ある p 0 と ô ôh
H
h 1 が存在して， xh

H
h 1 , yf

F
f 1 , ôh

H
h 1 , p が所

得移転を伴った競争均衡となる。この時，各 h 1, , Hに対して，a 1
h はこの所得移転を伴っ

た競争均衡における第 h消費者の所得/貨幣の限界効用であり，また，piは第 i財の限界社会厚
生である。

消費者の選好が凹な効用関数として表現されるという状況での定理２や３で示されている厚生経
済学の基本定理では，凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー定理を適用してラグランジュ乗
数を所得/貨幣の限界効用や財の限界社会厚生として解釈する事により，凸集合の分離定理を適用し
て通常示される結果に加えて，線形の社会厚生関数の係数や均衡価格に関する追加的な情報が得ら
れている。

４．終わりに
本稿では，ビューレー（2007，第６章）にしたがって，消費者の選好が凹な効用関数として表現
される生産経済での厚生経済学の基本定理に対して，凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー
定理を適用してラグランジュ乗数を所得/貨幣の限界効用や財の限界社会厚生として解釈する事によ
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第７図： a 0となるケース－端点以外



り，線形の社会厚生関数の係数や均衡価格に関する追加的な情報を与えた21）。ビューレー（2007）
では，純粋交換経済における世代重複モデルであるサムエルソンモデル，生産経済における世代重
複モデルであるダイアモンドモデル，そして，生産経済における最適成長モデルであるラムゼーモ
デルのそれぞれの離散無限期間モデルにおいても，l次元ユークリッド空間におけるこのクーン・タッ
カー定理を通時的に繰り返し利用して，それぞれのモデルにおいて対応する厚生経済学の基本定理
を示している22）。これらの離散的無限期間経済モデルでは，通常多くの場合に各期のラグランジュ
関数を無限期間にわたって総和する無限期間のラグランジュ関数が用いられるが，その議論の根拠
も含めて，凹計画法の基本定理であるクーン・タッカー定理を一般的な離散無限期間の最適問題に
おいて確立して，その結果を適用してこれらの無限期間経済モデルにおける厚生経済学の基本定理
を示すという事も，興味深い問題である。一般的な離散無限期間の最適問題はもちろん無限次元の
最適問題なので，総和可能な価格ベクトルを得るために l次元ユークリッド空間では考える必要の
ない原空間上の位相や双対空間の選択などの数学的に高度な問題を扱う必要がある。ストーキー・
ルーカス（1989，第15，16章）では，この点を丁寧に解説しながら，無限次元ノルム空間を財空間
とする経済における厚生経済学の基本定理を議論している。また，ル-ヴァン・サグラム（2004）で
は，本稿で扱った凹計画法の基本定理であるクーン・タッカーを無限次元ノルム空間の一つである
l 空間に拡張して無限期間のラグランジュ乗数法を確立し，離散無限期間のラムゼー型最適成長モ
デルに応用している。更に，アリプランティス・ブラウン・バーキンショウ（1997）では，無限次
元財空間モデルにおける競争均衡の存在定理を離散無限期間のラムゼー型最適成長モデルに適用し
て，その経済における競争均衡の存在を示している。これらの結果を参考にしながら，本稿の結果
を離散無限期間のケースを拡張するという問題については，後日稿を改めて行う予定である。
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